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債権法改正中間試案に対する日弁連消費者委員会の意見概要

1 格差契約と信義 2 情 提 3義務

①　中間試案第２６，４
②　『情報の質及び量並
渉力の格差がある当事
締結される契約』『そのされる 』『その
在を考慮』
③　賛成◎
④　現実の社会では，契
者間が非対等の関係に
費者対事業者契約が典
るが中小事業者，労働
弱者の利益に配慮する
くことで，実態に即した法
解釈が容易になる。

交
で
の存

①　中間試案
②　原則情報
例外的に義
常に制限的
③ 情報提供義務

事
。消
あ

契約
を置

用や

情報提供
とは賛成◎
　　　試案の
④　賠償義務
規定を置くこ
義務が認め
制限される危

７，２
義務がなく，

負うとしても非
っている。

を新設する

①　中間試案第１，２（２）
②　『相手方の困窮，経験の不
足，知識の不足その他の相手方
が法律行為をするかどうかを合
理的に把握することができない
事情があることを利用して，著し
くを新設するこ

案には反対×
いという原則

有害性。賠償
る場合が不当に

。

く過大な利益を得，又は相手方
に著しく過大な不利益を与える
法律行為』
③　賛成◎
　　ただし，「著しく」を【不当な】
【過当な】とするべきである。
④　投資まがい被害，高齢者の
被害など暴利行為の柔軟な運
用による被害救済を図ってきた
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債権法改正中間試案に対する日弁連消費者委員会の意見概要

4 不実表 5 6

①　中間試案第３，２（２
②　『表意者の錯誤が，
が事実と異なることを表
めに生じたも あるときめに生じたものであると
③　賛成◎
④　誤った事実が提供さ
認し他ことにより契約締
表意者を，契約の拘束
放すべき必要性がある

方
たた

①　中間試案
②　『相手方
ついて媒介を
受けた者又

誤
した
ら解

受けた者又は
が詐欺を行っ
③　賛成◎
④　本人の主
等の詐欺の
めるべき（参

，３（２）
契約の締結に
ことの委託を

代理人

①　中間試案第７，２
②　【甲案】；５年に短縮
　　 【乙案】／（注）案の３つ
③

手方の代理人
き』

よらず媒介者
に取り消しを認

介者の法理）

④　原則の消滅時効期間を１０
年から短縮する必要がない。
　　　事業者間取引について５年
と短縮化し，消費者に対する事
業者の債権は３年とさらに短縮
化することに賛成する。

＊中間試案よりも
について相手方が
を行ったとき」も同

範囲を広げ「その行為
を負うべきものが詐欺

欺取消を認めるべき
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債権法改正中間試案に対する日弁連消費者委員会の意見概要

7 法定利 8 約款規制

①　中間試案第８，４（１
②　変動制を導入するが
利息控除は５％のままに
③　反対×
④ 法定利率は 損害賠償債権　 ，
の遅延損害金利率とし
なり，事実上，損害賠償
んとなる機能があるから
区別しない議論では反
遅延損害金利率を民事
率まで圧縮するよう見直
もある。

間
る。

①　中間試案第３０
②　第３０，１；約款の定義
　　 第３０，２；約款の組入れ要件
　　 第３０，３；不意打ち条項規制（契約の内容とならない）
　　 第３０，４；約款の変更

第 不当条項規制（消費者契約法
題と
て

れを
定

利
要

　 第３０，５；不当条項規制（消費者契約法１０条類似構造。効果は条
項無効）
③　賛成◎（詳細は，日弁連消費者委員会意見参照のこと）
④　約款が普及している現在，一方当事者が作成する約款に法的拘束
力を認めることに関する法律要件，有効とされる範囲を法定することで
約款取引の安定性に寄与し，かつ，他方当事者の保護が可能になる。
＊　「債権法改正の基本指針」で例示されたブラックリスト，グレーリスト
案を参考にリストの立法化を検討すべき
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債権法改正中間試案に対する日弁連消費者委員会の意見概要

9 保証 10 11

①　中間試案第１７
②　第１７，６（１）で個人
制限方針が，
　第１７，６（２）で締結時
務違反の場合の保証契
消権付与が，

第 （ ） 主債務履行状　第１７，６（３）で主債務
況の情報提供義務が，
　第１７，６（４）で保証人
制限方針がそれぞれ提
いる。
③　賛成◎
④　保証被害の実情に
ば，個人の保証人保護
実させるべき。

①　中間試案
②　中間試案
渡制限特約
規定を新設す
　中間試案第
者対抗要件

の

義
取

者対抗要件
込む【甲案】
する【乙案】の
持する（注）案
③　上段は一
　　 下段は現
（注）に賛成
（甲案に反対

状

任
れて

せ
を充

８
８，１（４）で譲

抗できない例外
案。

，２（１）で第三
登記を盛り

①　中間試案第１１，２
②　『同一の当事者間で締結さ
れた複数の契約』『目的が密接
に関連つけられている』『一つの
契約に債務不履行による解除原
因いて登記を盛り

者承諾を除外
か，現行法を維
示された。

対×
を維持する

案に反対）

因がありこれによって複数の契
約を締結した目的が全体として
達成できないとき』『複数の契約
すべてを解除』
③　賛成◎（ただし条件付き）
④　最判Ｈ８．１１．１２の明確化
*同一当事者間に限定すること
については，反対。

＊個人保証が原則無効となること
的に個人保証が有効となる場合を
向が望ましい。
＊履行状況の不提供があった場合
利益喪失を保証人に主張できない
規定すべきである。

，例外
する方

期限の
条項を

*あわせて，論点落ちしてしまっている複数契約
の無効についても，条文化をはかるべき
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債権法改正中間試案に対する日弁連消費者委員会の意見概要

12 消費貸 13 ース 14

①　中間試案第３７，１（
　　 中間試案第３７，６（
②　上記双方とも『貸主
が生じたときは，借主は
害を賠償しなければなら
③ 上記双方とも反対　 とも
④　諾成的消費貸借に
的物引渡前の解除権行
限前弁済は，いずれも借
利行使の場面であり，上
新設により権利行使が
る。解釈にゆだねるか，
企業間取引のみ損害賠
を明記することでよい。

害
の損
』

①　中間試案
②　『使用収
なく当該財産
当する額の金
③ 反対

る目
期

の権
文言
す
模
任

反対×
④　当該適宜
が直面してい
大させる。ま
「上乗せリー
ライヤーやリ
てしまいかね

８，１５（１）
対価としてでは
得費用等に相

を支払う』など

①　中間試案第４１，６
②　一部，民法６５１条（任意解
除権）の適用除外を認める等
③　反対×
　　現状を維持する考えに賛成
◎

中小零細企業
ース被害を拡

上記文言では
ど悪質なサプ

会社を保護し
。

④　現代の多様なサービス契約
の紛争のうち，準委任に関する
規律のうち６５１条は消費者が契
約の拘束力から解放される根拠
規定として，消契法１０条の判断
について有用であり，受け皿規
定になっている。

（中間試案の立場）
　期限前弁済に関する規律は，現
項の規律そのものである。損害の
の判断にゆだねられている。

６条２
個別

（中間試案の立場
　ファイナンス・リー
ついて」新たな明文
いる。

うち「一定類型のものに
を設けるものとされて

(中間試案の立場）
　民法６５１条適用が除外されるのは「比較的
単純な事務処理を内容とする契約」としている。
その場合には，当事者の信頼関係を背景とす
る規律を準用するのが適当ではない。



２０１３．６．１消費者機構日本総会記念シンポジウム

得

備す
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し），約款のブラックリスト・グレーリスト（中間試案第３０（約款）），賃貸借契約における原状回復義
務等を過重する特約の無効（中間試案第３８（賃貸借））など

ら漏 。
な

の
あ
し

に照らして，押し付けられた利得については返還義

規定が具体的に議論されていたが，中間試案で

合には，『契約が別箇独立』ということが難しいゆ
え，一般的に抗弁対抗を認めるべき。

債権法改正中間試案に対する日弁連消費者委員会の意見概要

15 立法化提案から漏れた事項

押し付けられた利 抗弁の接続

①　中間試案第５（無効及び取消し）
②　民法７０３条，７０４条の特則を整
ら漏れてしまった。れてしまった
③　押し付けられた利得の返還義務が
記すべき
④　違法行為を抑止する観点は，契約
を経た清算過程でも反映されるべきで
８条（不法原因給付）や民法１２１条但

る提案か
①　中間試案第３７（消費貸借契約）
②　法制審議会（第５３回，第５４回）では抗弁接続
規定が具体的に議論されていたが，中間試案で

いことを明

無効・取消
り，民法７０
書きの趣旨

は漏れてしまった。
③　与信契約一般を対象とする抗弁接続規定を置
くべきである（少なくとも消費者契約については立
法すべき）
④　販売信用取引において密接な関係がある場

その他

務を免れることを条文化すべきである。

脱法行為（中間試案第１（公序良俗の具体化）），複数契約の無効（中間試案第５（無効及び取消
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